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福祉サービス第三者評価事業の現状と課題
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2005年 2006年 2007年 2008年 2009年
全国（A) 1,678 1,947 2,835 2,757 2,871 
東京都（B) 1,352 1,308 1,827 1,817 1,979 





































2010年 2011年 2012年 8年間実績数
2,985 3,349 3,597 22,019 
2,006 2,358 2,613 15,260 
979 991 984 6,759 
2013年12月時点全国社会福祉協議会政策企画部調より筆者編集
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三者評価に関する指針について全部改訂で、全国社会
福祉協議会が作成した「評価調査者養成研修等モデル
カリキュラムjを参考に原則として全国社会福祉協
議会が実施する評価調査者指導者研修を修了した者を
講師とすることと全国社会福祉協議会自体が評価調査
者研修を実施していることで、一定の改善が見込まれ
ると考えられる。
おわりに
2014 （平成 26）年に「福祉サービス第三者評価に
関する指針についてJが全部改訂された際の課題とし
て挙げられた、福祉サービス第三者評価事業に対して、
サービスの「種別にかかわらず共通的に取り組む項目
（共通項目）Jに、ぱらつきがみられる。福祉サービス
第三者評価事業の目的・趣旨が他制度との違いが明確
ではない等の要因により広く認識されない。第三者評
価機関や評価調査者により、評価結果にばらつきがみ
られる。受審件数が少ないことについて、全部改訂さ
れた指針によって、共通項目のばらつき、評価結果の
ばらつきについては、改善が見込まれると考えられる。
福祉サービス第三者評価と他制度の相違については、
細かく見ていくと同様な部分もある。最も違いがあら
われる部分は、サービス事業者の主体性であると考え
られる。福祉サービス第三者評価の趣旨や目的を、サ
ービス事業者が認識し、積極的に自らのサービス向上
を心欠けていかない限り、福祉サービス第三者評価事
業の受審件数も伸びることはないと考えられる。
福祉サービス第三者評価事業の対象サービスは、多
くの税財源が当てられ、国民の生命や健康を守るため
には不可欠なサービスである。国民にとって、これら
サービスの質が向上することは必要不可欠なものであ
り、国民の知る権利からしても、サービス提供事業者
が積極的に福祉サービス第三者評価事業を利用して、
自らのサービスの質を向上させ、国民に対して情報を
提供する義務があると考えられる。
筆者が福祉サービス第三者者評価事業にかかわっ
ていた頃は、この事業自体が始まったばかりであった
ため、措置制度で、長年行っていたサービス事業者は、
この事業の趣旨や目的を十分に理解する時間はなかっ
たとも考えられる。受審件数を増やす議論の中で補助
金を求める意見も出ていたが、これについては財政事
情や福祉サービス第三者評価事業の趣旨や目的からし
て適当ではないと判断していた。
介護保険制度、障害者自立支援制度が浸透してきで
いる今日において、福祉サービス第三者評価の受審件
数に伸びがないことは、憂慮すべきことである。
受審件数を増やす取り組みについは、社会的養護施
設に関しては2012（平成24）年から福祉サービス第
三者評価事業の受審が義務化されているが、これら施
設は社会的養護施設だからこそ、サービスの質の向上
がより求められるという理由がある。行政監査の緩和
などの方法は。そもそも行政監査と福祉サービス第三
者評価事業の目的は大きく違うため、福祉サービス第
三者評価事業の受審が行政監査の免除対象となるとし、
うのは議論が違うと考えられる。また、東京都等が特
別養護老人ホーム等の入所施設に対して補助制度を行
っている（2014（平成26）年度では1施設60万、入
所施設以外は東京都から各市町村に補助を行し、各市町
村の判断で行うこととなっていた。東京都の民間社会
福祉施設サービス推進費補助の一環としてサービス向
上のための補助と位置づけられている）が、財政の厳
しい地方自治体にとって、補助制度を創設するのは困
難と考えられる。
福祉サービス第三者評価事業の趣旨からして、都道
府県が補助事業を創設し全てのサービス事業に対して
福祉サービス第三者評価事業受審サービス提供事業者
に対して補助を行うことや、福祉サービス第三者評価
事業を全てのサービス提供事業者に対して義務化する
のは、福祉サービス第三者評価事業の趣旨や目的から
して適切ではないと考えられる。
福祉サービス第三者評価事業は、自ら行うサービス
に対して、主体的に積極的にサービスを向上しようと
するサービス事業者の取り組みであり、義務的なもの
ではないと考之る。
福祉サービス第三者評価事業の受審率を上げるため
に最も必要なのは、サービス提供事業者の自覚であり、
高い質のサービスを提供しているという自信と、より
高いサービスの質の向上を目指す自負であると考えら
れる。
また、国民も福祉サービスに対して、質を判断でき
る情報を求める姿勢も重要である。
福祉サービスは、利用者とサービス提供事業者が対
等な立場で契約することが求められているのであれば、
サービスの選択に不可欠な情報が十分に公表されてい
ないという情報対称性とも取れるサービス情報の不足
はあってはならないと考えられる。
今後とも行政、サービス提供事業者、第三者評価機
関、利用者の不断の努力と、加えて国民の関心を喚起
し、国民の財産である福祉サービスの質をさらに向上
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させていく必要があると考えられる。
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